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基準価額 11,467円 純資産総額 約1億円

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

-5.93% -0.74% 11.39% -4.55% -2.60% 14.67%

当月 設定来

2024年4月末 2024年3月末 2024年2月末 2024年1月末 2023年12月末 2023年11月末 2016年11月21日～

基準価額変動額 -723 円 620 円 18 円 -322 円 938 円 642 円 1,467 円

 株式価格要因 -673 円 573 円 13 円 -250 円 920 円 687 円 609 円

 株式配当要因 15 円 115 円 65 円 1 円 97 円 8 円 4,269 円

 為替要因等 -47 円 -50 円 -42 円 -54 円 -62 円 -37 円 -1,800 円

 信託報酬 -19 円 -18 円 -17 円 -19 円 -17 円 -17 円 -1,611 円

分配金 ‐円 ‐円 ‐円 0 円 ‐円 ‐円 0 円

基準価額 11,467 円 12,190 円 11,570 円 11,552 円 11,874 円 10,936 円

過去5ヵ月

【ファンドの特色】

【基準価額及び純資産総額】

【騰落率(税引前分配金再投資)】

【分配実績】

【基準価額の要因分析】

上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。

基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」を

ご覧ください。

税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。

１万口当たりの分配金額(税引前) です。

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

出所：T-STARのデータを基に委託会社が作成

上図はT-STARのデータを基に算出した基準価額変動の主要項目別の概算値です。また、分配金の算出根拠とは異なる場合があります。

四捨五入の影響により、基準価額変動額と内訳の合計が一致しないことがあります。

決算月 2021年7月 2022年1月 2022年7月 2023年1月 2023年7月 2024年1月 設定来累計

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

設定日 ： 2016年11月21日

• 主にオーストラリアの証券取引所に上場している株式および不動産投資信託を含む投資信託証券に投資を行うことにより、配当収入の確保と信託

財産の中長期的成長を目指します。

• 原則として、外貨建資産の為替ヘッジを行います。

• 毎決算時（毎年1月17日と7月17日、休業日の場合は翌営業日）に分配方針に基づき収益を分配します。

【基準価額の推移】

*市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク特性を正確に

反映できる指標が存在しないため、現状では、当該ファンドの収益率及びリスク

特性を特定のベンチマークと比較しておりません。

*ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値です。

*騰落率は実際の投資家の利回りとは異なります。
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【ポートフォリオの概況】 【業種別構成比率】

【市場概況・運用概況】

銘柄数 36

現物組入比率 97.2%

現金等比率 2.8%

予想平均配当利回り* 6.0%

マザーファンド純資産総額 約187億円

*本レポートの作成基準日における投資顧問会社（フランクリン・テンプルトン・オ

ーストラリア・リミテッド）の調査による全保有銘柄の予想配当利回りを加重平均

したものです。 したがって、今後変動する場合があります。

＜フランクリン・テンプルトン・豪州インカム資産マザーファンドの運用状況＞
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構成比率は投資有価証券を対象として算出・作成しており、キャッシュ部分は含ま

れておりません。

小数点以下第2位四捨五入のため、合計が100.0にならない場合があります。

【市場概況】

4月のオーストラリア株式市場は、下落しました。上旬は、オーストラリア準備銀行（RBA）が3月の理事会議事要旨で利上

げを検討しなかったことが明らかになりました。その後、堅調な米経済指標等を受け、米連邦準備制度理事会（FRB）の利

下げ開始時期が後ずれする可能性があるとの見方が市場で強まり、米国の株式市場が下落したことから、オーストラリア

の株式市場も下落しました。中旬は、中東における地政学的リスクの高まりを背景に、株式市場は一段と下落しました。下

旬は、アルファベットやマイクロソフトといった米国の大型ハイテク企業の決算が好感されたことから米国株式市場が上昇

したため、オーストラリアの株式市場も上昇しました。

当ファンドが主に投資しているREIT（リート）も下落しましたが、公益セクターについては上昇しました。

【運用概況】

当ファンドはオーストラリアの株式市場に上場しているインフラ関連株式及びリートへの投資を目的としたファンドです。主

に配当利回りに着目し、相対的に配当利回りが高い銘柄に選別投資し、ポートフォリオを構築しました。また、オーストラリ

ア株式市場全体に比べてファンドの中長期的な値動きを小さく抑えることを目指して運用に努めてまいりました。

4月末の基準価額（分配金控除前）は、株式要因がマイナスとなったことから、前月末に比べ下落しました。

個別銘柄については、AGLエナジー（総合公益事業）などがプラスとなった一方、センター・グループ（店舗用不動産投資

信託）、ストックランド（各種不動産投資信託）、デクサス（オフィス不動産投資信託）などがマイナスとなりました。
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【組入上位10銘柄】

銘柄名 業種 組入比率
予想配当

利回り
会社概要

1 センター・グループ 店舗用不動産投資信託 7.1% 5.5%
オーストラリア、ニュージーランド国内で、ウエスト
フィールド・ブランドのショッピングセンターを運営。

2 オーリゾン・ホールディングス 鉄道運輸 6.7% 6.0%
鉄道貨物会社。クイーンズランド州における大規模な
石炭輸送向け鉄道ネットワークや西オーストラリア州
における鉄鉱石輸送等を手掛ける。

3 ＡＰＡグループ ガス 6.2% 6.8%
天然ガス事業会社。オーストラリアの本土すべての州
および準州に広がるガスパイプラインで、天然ガス輸
送に従事。

4 コーラス 代替通信事業会社 5.1% 6.8%
ニュージーランドの電気通信会社。独立した設備事業
者としてキャリア向けの固定回線の卸売サービスに特
化。

5 ストックランド 各種不動産投資信託 5.0% 6.0%

オーストラリア国内の店舗や商業用不動産に投資し、
運用管理する不動産投資信託。不動産開発・管理、ホ
テル管理に加えて、ファイナンスを含む関連サービス
も提供する。

6 ホームコ・デイリー・ニーズREIT 店舗用不動産投資信託 4.3% 6.9%
主にオーストラリアの大都市圏に位置する物件に投
資。チェーン店、量販店、医療関連施設などをテナント
に抱える。

7 リージョン 店舗用不動産投資信託 3.9% 6.4%
オーストラリア国内でショッピングセンターを所有・運
営。オーストラリアの複数の大手スーパーをアンカー
テナントとして抱える。

8 デクサス オフィス不動産投資信託 3.6% 6.9%
シドニー、メルボルン、ブリスベンなどにおいてオフィ
ス・ポートフォリオを運用。産業用不動産や小売不動
産への投資も手掛ける。

9 ＡＧＬエナジー 総合公益事業 3.5% 5.2%
天然ガス、電力、エネルギー燃料を供給する総合エネ
ルギー会社。水力、風力、太陽光等の再生可能エネ
ルギーも手掛ける。

10
チャーター・ホール・リテール・ＲＥ
ＩＴ

店舗用不動産投資信託 3.3% 7.7%
不動産投資信託。スーパーマーケットやショッピングセ
ンターをポートフォリオとして保有。

組入比率は投資有価証券を対象として算出・作成しており、キャッシュ部分は含まれておりません。

予想配当利回りは、本レポートの作成基準日における投資顧問会社（フランクリン・テンプルトン・オーストラリア・リミテッド）の調査による予想配当利回りです。 したが

って、今後変動する場合があります。

組入上位10銘柄は組入銘柄の一部をご紹介するものであり、個別銘柄の取引の推奨等を目的としたものではありません。

＜フランクリン・テンプルトン・豪州インカム資産マザーファンドの運用状況＞
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【当ファンドについてのご注意事項】

基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資を行いますので基準価額は変動します。また、実質的に外貨建資産に投

資を行いますので、為替の変動による影響を受けます。

したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本

を割り込むことがあります。当ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。投

資信託は預貯金と異なります。

その他の留意点

• 収益分配金は分配方針に基づいて毎決算時に委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額等の場合は、分配

を行わないことがあります。

• 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。

• 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる

場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の

水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

• 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場

合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

• 当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用を行うため、マザーファンドにおいて他のベビーファンドによる追加設

定、一部解約等に伴う有価証券の売買等が行われた場合、当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

• 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

• 当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市

場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリ

スク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の

申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。

• その他重要な事項に関しては、投資信託説明書（交付目論見書）に詳しく記載されていますので、よくお読みください。

株価変動リスク（株価が下がると、基準価額が下がるリスク）

一般的に株式市場が下落した場合には、当ファンドの投資対象である株式の価格は下落、結果として、当ファ

ンドの基準価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。また、当ファンドが実質的に投資している企業が

業績悪化や倒産等に陥った場合、当該企業の株式の価格が大きく下落し、当ファンドの基準価額により大きな

影響を及ぼします。

不動産投資信託の価格変動リスク（不動産投資信託の価格が下がると、基準価額が下がるリスク）

不動産投資信託の価格は、保有する不動産等の市場価値の低下および賃貸収入等の減少により下落すること

があります。また、不動産市況、金利環境、関連法制度の変更等の影響を受けることがあります。これらの影響

により、当ファンドが実質的に投資している不動産投資信託の価格が下落した場合には、当ファンドの基準価額

が下落し投資元本を割り込むことがあります。

為替変動リスク（円高になると、基準価額が下がるリスク）

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を目指しますが、為替変
動リスクを完全に排除できるものではありません。なお、為替ヘッジを行うにあたり、円金利が豪ドル金利より低

い場合、当該金利差に相当するヘッジコストが基準価額の変動要因となります。

（注）基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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【お申込みメモ】

【ファンドの費用】

フ ァ ン ド 名 フランクリン・テンプルトン・豪州インカム資産ファンド（為替ヘッジあり）（年２回決算型）

購 入 単 位 販売会社が定める単位

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお支払いします。

申 込 締 切 時 間 原則として、午後３時までに受付けたものを当日の申込受付分とします。

購 入 ・ 換 金 の
申 込 受 付 不 可 日

オーストラリア証券取引所（半休日を含みます。）、シドニーの銀行またはメルボルンの銀行
の休業日の場合には、購入・換金申込は受付けません。

信 託 期 間 2025年１月17日まで（2016年11月21日設定）
信託期間は延長することがあります。

決 算 日 毎年１月17日および７月17日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 毎決算時に、分配方針に基づき分配を行います。

課 税 関 係 課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の
適用対象となります。

当ファンドは、NISAの対象ではありません。

配当控除及び益金不算入制度の適用はありません。

※税法等が改正された場合には、内容が変更になることがあります。

購 入 申 込 取 扱 場 所 取扱販売会社までお問合せください。

投資者が直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料 申込金額（購入申込受付日の翌営業日の基準価額に申込口数を乗じて得た額）に、
3.85％（税抜3.50％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

純資産総額に対し年率1.815％（税抜1.65％）

※運用管理費用（信託報酬）は毎日計上され、毎決算時または償還時に当ファンドの
   信託財産から支払われます。

その他の費用・手数料 売買委託手数料、保管費用、信託事務の処理に要する諸費用、信託財産に関する租税等
　原則として発生時に、実費が信託財産から支払われます。
その他諸費用（監査費用、印刷等費用、計理およびこれに付随する業務の委託等の費用、
受益権の管理事務費用等。）

　日々の純資産総額に年率0.05％を乗じて得た金額を上限として委託会社が算出する金額
   が毎日計上され、基準価額に反映されます。なお、信託財産からは毎決算時または償還
   時に支払われます。

※上記の費用等については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を表
   示することができません。

※マザーファンドが投資対象とする投資信託証券には、運用報酬等の費用がかかります
   が、投資信託証券の銘柄等は固定されていないため、当該費用について事前に料率、
   上限額等を表示することができません。

※投資家の皆さまにご負担いただく手数料等の合計額については、当ファンドを保有している期間等に応じて異なりますので、表示
   することができません。

運用管理費用（信託報酬） 
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【委託会社、その他関係法人の概況】

【販売会社】

フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第417号）はフランクリン・リソーシズ・インク傘下の資産運用会社です。

委 託 会 社 　フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

　金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第417号

　加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

　　　　　　　：一般社団法人第二種金融商品取引業協会

投 資 顧 問 会 社   フランクリン・テンプルトン・オーストラリア・リミテッド　(在オーストラリア)

受 託 会 社 　三菱UFJ信託銀行株式会社

取 扱 販 売 会 社 の 照 会 先 　フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社　

　https://www.franklintempleton.co.jp　(03)5219-5940　(受付時間　営業日の午前9時～午後5時）

登録番号
日本

証券業
協会

一般社団法人
日本投資
顧問業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業
協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

日本商品
先物取引

協会

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 〇 〇 〇 〇

株式会社SBI新生銀行
（委託金融商品取引業者
　株式会社SBI証券）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 〇 〇

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 〇 〇 〇 〇

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 〇 〇

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 〇 〇 〇 〇 〇

販売会社名


